
112 地域雇用開発助成金
（地域雇用開発コース） URL https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/chiiki_koyou.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R７年度当初予算 問合せ先

事業主 ハード 下表参照 1,135
厚生労働省職業安定局
地域雇用対策課
03-3593-2580

７．人材の確保や雇用の創出に関する施策(雇用創出・人材育成)

（百万円）

２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

地域雇用開発のための助成、援助等の措置を講ずる必要があると厚生労働大臣が認める地域（同意雇用開発促進地域）等において、事業所の設置・整備を行うと
ともに地域求職者等を雇い入れた事業主に対して助成を行い、地域的な雇用構造の改善を図る。

１ 事業の目的

同意雇用開発促進地域等において、事業所の設置・整備を行うとともに地域求職者等を雇い入れた事業主に対して、設置・整備費用及び対象労働者の増加数等に
応じて一定額を助成する（１年ごとに３回の助成）。

事業の概要 スキーム

事 業 主

※１ 中小企業事業主は、初回支給のみ、上表の額の1.5倍を支給
※２ 創業の場合は、初回支給のみ、上表の額の２倍を支給
※３ 「地域活性化雇用創造ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」参画事業主が助成対象となる措置を講じた場合は、助成金の対象とするとともに、初回支給時、

対象労働者１人あたり50万円を上乗せして支給
※４ 「地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）」寄附事業主が助成対象となる措置を講じた場合は、助成金の対象として支給
※５ 大規模雇用開発計画を策定する事業主については、上表の額にかかわらず、設置・整備費用と対象労働者の増加数に応じて、

最高2億円を支給

雇用開発促進・改善地域メニュー

○ 同意雇用開発促進地域（下記全ての要件を満たし、かつ、厚生労働大臣が同意をした地域）
    (1) 「最近３年間の有効求職者数／労働力人口」が全国平均以上

(2) 「最近３年間の有効求人倍率」又は「最近１年間の有効求人倍率」が全国平均の２／３以下
ただし、全国平均の２／３が１以上の場合は１、０．６７未満の場合は０．６７以下

○ 最近１年間の有効求人倍率が１倍未満の過疎・離島地域等であって、厚生労働大臣が指定する地域

特定有人国境離島地域等メニュー ○ 関係法に基づく特定有人国境離島地域、奄美群島及び小笠原諸島

実施主体
都道府県労働局

対象地域

助成内容

令和5年度支給額：4.7億円

実績

設置・整備費用
対象労働者の増加人数

3（２）～4人
（注）括弧は創業の場合 5～9人 10～19人 20人～

300万円以上 50万円 80万円 150万円 300万円
1,000万円以上 60万円 100万円 200万円 400万円
3,000万円以上 90万円 150万円 300万円 600万円
5,000万円以上 120万円 200万円 400万円 800万円

設置・整備費用と対象労働者の増加数に応じて、下表の額を助成

事業所設置・整備
※300万円以上

対象労働者の雇入れ
※3人以上

(創業の場合は2人以上)
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※計画書の提出日から18か月経過する日までに実施
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https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/chiiki_koyou.html


113 地域企業経営人材マッチング促進事業 URL HP https://revicareer.jp/
事例等 https://revicareer.jp/case_matching/

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望
調査時期 R６年度補正予算 問合せ先

中堅・中小企業 ソフト
年収等の30%で最大２年分

転籍：上限450万円
兼業・副業・出向：上限200万円

随時 429
金融庁監督局総務課
人材マッチング推進室
03-6891-0960

７．人材の確保や雇用の創出に関する施策(地域企業の経営人材確保)

（百万円）

HP 事例等
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https://revicareer.jp/
https://revicareer.jp/case_matching/


114 サテライトオフィス・マッチング支援事業 URL https://www.soumu.go.jp/satellite-office/index.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R7年度当初予算 問合せ先

都道府県・市町村 ソフト 特別交付税
措置 10

総務省地域力創造グループ
地域自立応援課
03-5253-5392

７．人材の確保や雇用の創出に関する施策（サテライトオフィスの誘致）

（百万円）
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https://www.soumu.go.jp/satellite-office/index.html


115 特定地域づくり事業協同組合制度 URL https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/
tokutei_chiiki-dukuri-jigyou.html

事業実施主体（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R7年度当初予算 問合せ先

都道府県・市町村 ソフト 原則1/2 随時 560
※予算計上は内閣府

総務省地域力創造グループ
地域自立応援課 03-5253-5533

７．人材の確保や雇用の創出に関する施策（人口急減地域の雇用環境整備）

（百万円）
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地域人口の急減に直面している地域において、農林水産業、商工業等の地域産業の担い手を確保する必要があるが、特定地域づくり事業協同組合が

域内外の若者等を雇用し、就業の機会を提供すること等により、地域づくり人材を育成するとともに地域社会の維持・地域経済の活性化を図る

特定地域づくり事業協同組合 都道府県

市 町 村
食

品

加

工

業

者

製

材

業

者

介

護

業

者

運

送

業

者

農

業

者

林

業

者

…

建

設

業

者

特定地域づくり事業協同組合員

…

認定

漁

業

者

財政
支援

地域づくり人材の雇用⇒所得の安定・社会保障の確保
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利用料収入1/2

※このほか、設立支援に対する特別交付税措置あり

【組合運営費への財政措置】 ½市町村助成

利用 料金人材 派遣

1/4 国費

1/8
特別交付税

1/8
実質的な
地方負担

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/tokutei_chiiki-dukuri-jigyou.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/tokutei_chiiki-dukuri-jigyou.html
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